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研究ノート
比較優位の比較静学分析
小田 正雄
〔1〕序
今日比較優位の決定については，二つの立場がある。一つはリカード的な生産要素（労
働）の生産性の国際的な違いを強調する立楊であり，今一つは，それを一歩おしすすめた
といわれるヘクシャー・オリーンの理論，、つまり，生産要素の存在量の違いに比較優位の
決定因を求めようとする立場である。前者がどちらかというと specificfactorに基く議
論であるのに対して，後者は，各国の資本，労働が同質であると仮定していることから明
らかなように,non-specific factorの量的な違いに基礎をおいているといえる。
しかし，一国における資本の蓄積ないし要素の成長は，新しい技術と結びついている。
そして新しい技術は，生産方法を変え，．労働生産性を高めていくので，その国の労働はそ
れだけ質的に向上した， specific な性格を賦与されていると考えることができる。要素
成長をモデルに含める限り，生産技術の変化は当然考慮しなければならない。従って，比
較優位の決定因を究明するには，ーそしてこのことが静学的な比較生産費説の動態化にな
るのだが一要素成長のプロセスを跡づけることのできる要素比率論的な接近方法をとり，
しかも，生産関数をシフトするような，従って，生産関数の違いを考慮したモデルを考え
るのが最も現実的であると思われる。
周知のように，ヘクシャー・オリーン理論（以下， H=O理論）は静学的な命題である
上に，かなりきびしい仮定の上に構成されている。このため，要素存在量の変化，生産技
術の変化，要素集約性の逆転など，より現実的な仮定を導入する試みが続けられてきてい
る1)。小論もこのような線に沿うものであるが，第ーに，要素成長を認めると，生産技術
一橋大学の山沢逸平講師および本学の山本繁綽，矢野恵二の諸氏から多くの有益な助
言をいただいた。厚く謝意を表したい。ありうべき誤りは全て私の責に帰す。
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も変化すると考え，生産関数が両国で同一であるという仮定を，一方の国で Hicks.中立
的な技術進歩が行なわれると想定してとりはずす。そして，その場合に，産出量，貿易バ
ターン，および要素価格がどのように変るかという問題を若干の数式と box-diagramで
示してみたい。
技術的知識がいわば自由財の性格を持ち，どこの国でも同一の技術を採用できるという
仮定は余りにも非現実的であり，ここからLeontief-paradoxのような問題が生れるから
である。
第二に，要素集約性と代替弾力性の変化に基く非中立的な技術進歩が，産出量，従って
比較優位をどう変えるかをCES生産関数で示してみたいと思う。 そこで以下，第二節
で，比較生産費決定についての古典的な比較生産費説（生産性格差論）とH=O理論の骨
子を要約する。この点は従来の成果の繰返しであるが， 第三節との関連で， あえてふれ
る。第三節で要素成長と技術進歩を扱うモデルによって，財価格，産出量，および要素価
格の変化を明らかにし，第四節で non-neutralな技術進歩の問題をとりあげる。
なお，小論は問題整数の覚書であることを最初に断っておきたい。
〔2〕 古典派モデルと H=Oモデル
2. 1 生産性格差論一古典派モデル
何故比較生産費差が生ずるかという問題に，古典派では，相対的な労働生産性が二国で
異るからだという解答を与えてきた。その主張は次のようになる2)。つまり，二財・（ふ
y), 二国(A,B), ニ要素 (K,L)を考えると，古典派モデルは， x,yについて KとL
を同一の固定した比率で用いる生産関数を想定し，生産費が要素価格とは無関係に，労働
投入量のみによって決定されることを明らかにする。 生産費比率を加!PYとすると，
阜＝応・r+区•W （ただし， Kx,Lx,は“財への資本，労働投入量， w,rは要素価PY Ky•r+Ly-w 
格， y財についても同じ）。 いま，（与~)ェ＝（与~),=/iとして，応={iLx, Ky={iLy 
を代入すると， px. Lx . = PY Ly' となり，生産費比率は労働投入量比率に等し<, w, rとは無
関係に決定されることになる。
これはH=O理論が，要素存在量， 従って， w/rを財相対価格を決定する要因として
いるのと対照的である。（合})Aキ（ク})Bは（をぎ）Aキ(-f号） B ということである
が， (~)A キ（旦＼Ly Ly' Bは労働生産性比率がA,Bで異ることによる。いま， APLxを“
財での労働の平均物的生産物とすると， (-#)Aキ(-#)Bは(1;ば）Aキ(1岱多）B
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Lx ― と同じことである。 APLxは一ーなので一ー=・ctとすると， ctA<ctsならば APLx Lx Ly (加）A
(APLx > APLy)8である。以上から， a店咋が貿易が行なわれるための必要条件であり，
そしてもし， ctAキ咋ならば，それは w/rとは無関係に貿易を可能にする。
K K なお，このように二要素を仮定しても， （砂 =(r;)yならば，結局それは一要素の
場合と同じことになる。ただ，そうすると要素間の所得分配，および資本蓄積による経済
成長の問題が扱えなくなる。
2.2 H=Oモデル
次に比較生産費説のH=Oモデルを要約する3)。通常そうされるように，次のような仮
定を設ける。（イ）二財 (x,y), 二国 (A,B), 二生産要素 (k,L), (口），生産要素は両国
で同質である。 Vヽ）生産関数は両国で同一である。に）生産要素の限界生産力は逓減するが，
規模に関しては収穫一定である。しホ）あらゆる要素相対価格の下で“財は労働集約的であ
り， y財は資本集約的である。（吋完全競争が実現されている。（卜）需要パターンはいかなる
所得水準においても両国で共通セある。
また， 0:労働生産性， k:K/L, w: 実質賃金率， r: 利潤率， p:y財で表した“財
の相対価格，つまり X財の比較生産費とする。 このような仮定の下で，もし加＜加なら
ば， AはX財に， Bはy財に，また加＞加ならば， Aはy財に， Bはパけに比較優位を
持つことになる。ところで，仮定によって，労働豊富な国では，労働の価格が相対的に安
く，資本豊富な国では，資本の価格が相対的に安い。従って，前者は労働集約的な“~
に，後者は資本集約的なy財に比較優位を持つといえる。
w つまり， H=O理論はPを一， 従って， 要素存在比率によって説明しようとする。そ
.. w ― こ(.—→P のプロセスを跡づける。生産関数は共通だから一国について行なえばたりる。
Ox=f,,(kz), Oy=fy(ky) _・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・;・・・・・・・(1) 
W=fz(kz)-kzf'z(kふ如=f y(k y)-k yf'y(ky) …………………………………(2) 
r=f'z(kz), Pr=f'y(ky) ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ー ・・・(3)
、 (3)から， P=f'y(ky) ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(M f'z(柘）
(4)をんで微分，
dp f'ふ）f0y(k足包-f'y(ky)凡 (kェ）
＝ dkz dk"・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5} {f',,(kz)2) 
(2)(3)から
w ＝ fz(kz) -k?'= fy (ky) r f':,;(kz) f'y(ky) 一ち ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(6)
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dk:; 
(6)をk,で微分し，――ー を求める＇と，
dk, _ 
d(弓）
dky'U', も）}2 dk, 
——=-··································································(7) dk, f:;(k:;)JH 1(k1) 
. ・d仁）
また， (6)から dk, = 
r -f,,(k,,)/H ,(k,) 
{f公(k,)}z ・・・・・..................: ・・・・(8)
(8)を(7)に代入し，さらに(7)を(5)に代入し，また(6)から得られる
み(k,) fx(k,,) 
f':1も） f',(k,) =k:; 
-k,, なる関係を用いると
dp {/':;(k,)}2八 (k,)
叩＝応）{/',(k,)} z (k, ―k1)・・・・・・・・・・・・・・_-・・・・・・・・・・・・・(9) 
dp 平
(9)でfn,,(k,,)<O,k凸く0だから―->o,また(8)から r)>o, 従って， P,k,, 
dk, dkェ
竺の間には， P=g(k,,),柘=h(苧）， g'>o:h'>oなる関係がある。仮定より， A国にr 
ついていえることは， B国についてもいえる。
従って， に）A 至（竺r r)Bに応じてPA年となる。例えば， A国の労働の相対価格
がB国のそれよりも低ければ， A国は労働集約的なX財に， B国はy財に，逆に， A国の
労働の相対価格がB国のそれよりも高ければA国はy財に， B国は Z財に比較優位を持
つ。そして，同一の需要パターンを考えているので，量的に労働の豊富な国では労働の相
対価格が安<.従って X財に， 資本の豊富な国は y財に比較優位を持つ。 これがH=O
理論の骨子である。
以上のように古典派モデルでは，一国の両財の K/Lは同じだが，生産要素（労働）の
生産性比率が両国で異り，その結果，財の相対価格が違ってくる。他方， H=Oモデルで
は，ある財の KILは両国で同じだが生産要素の存在量の違いから竺が両国で異り，そのr 
結果，財相対価格が異ってくる。つまり，前者が生産要素の生産性の差を出発点としてい
るのに対して，後者は同質の要素の量的な違いを問題にしている。
従って，両モデルの出発点は全く異っており， H=Oモデルを古典派モデルに代替しう
るものと考えることはでき9ない。代替しうるためには， H=Oモデルでの生産要素の同質
性の仮定か，あるいは生産関数の同一性という仮定をはずさなければならない。次にH=
0モデルの仮定の中，生産関数の同一性という仮定を Hicks中立的技術進歩が一国で行
なわれると想定して除いた場合の効果を若干の式と box-diagramで示してみたい。
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〔3〕 中立的技術進歩と貿易パタ— ,✓
以上のようにH=Oモデルは， w ―’ r 従って，要素存在量の違いが比較生産費Pを決定す
るということを明らかにするのであるが，しかし， Pは，要素成長の結果起こるであろう
―→Pのプロセスに代えて，—および技術進歩→Pの技術進歩の影響も受ける。従って， w w r 
プロセスを考えなければならない。
そこで，二生産要素 (K,L), ニ財 (X,Y), 一次同次の生産関数，限界代替率逓減，
完全競争，要素の完全利用，集約性の逆転なし（あとで逆転ケースを考える）という仮定
の下で，一国において， Hicks中立的技術進歩と要素成長が行なわれた場合の財相対価
格に与える効果，および財価格一定の場合における，生産量と要素価格に与える効果を整
理する4)。なお，ここで Hicks中立的技術進歩を想定するのは二つの理由による。第一
．の理由は Arrow,Chenery, "Minhas, Solowらの実証研究5)の結果に基く。彼らの研
究によると，第一に，貿易の決定因としての要素比率理論は完全ではなく，少くとも，生
産効率の違いを考慮する必要があるということ，第二に，しかし，生産要素の効率の国際
的な違いは中立的であり，従って isoq~nt は scale の違いを除けば，同じ型をしている
と考えられるからである。
第二は技術的な理由である。つまり， Hicks中立的技術進歩8)は要素集約性一定の時，
限界代替率を不変に保つような技術進歩であるが，それは box-diagramで簡単に扱える
からである。
3. 1モデル
そこで，そのような技術進歩を含む well-behavedな生産関数を X,y財について考
える。
X=Fx(Kx, Lx, t)=Lxfx(Nx, t) ……….... ………••• ••……..... ……………・(1) 
Y=Fy(Ky, Ly, t)=Lyfy(Ny, t) ……・……………......... ………•• • …... …(2) 
ただし,Ni=Ki/Li, i=X,Y t: 時間， Kx,Dxは X財生産に投入される資本量，労働
量， Ky,Lyについても同じ。
いま Y財をニューメレールとすると， 完全競争の仮定から，
賃金率 W=YL = PXL ................. ・・・・・・・・・・:・・・・・・・・. ・・・・(3) 
ただし YL,XLは労働の限界生産物， PはY財で表したX財の価格である。 9 
同様に利潤率 R=Yg=PXg .. ….... ・・• •• ………... …..... ……•• …... (4) 
完全利用の仮定から， L=Lx+Ly ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5) 
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K=Kx-tKy ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(6) 
問題は，これらの関係から， Pの変化を外出的に与えられる技術進歩と要素価格の変化
（要素存在量の変化による）によって説明すること，およびPが一定の時の産出量，およ
び要素価格の動きを明らかにすることである。
. Ki 
まず， Ni=一丑j限界代替率，従って要L、
素価格比率と tとの関数である。
Ni=Ni (W/R, t), (i=X, Y)・・・............................. (7) 
{7)を対数微分する。
1 dNi 1 aNi d(墨） a Ni . 粛す言〔a(将）す—＋す〕・....................................'... (8) 
ここで， d(墨）/dt=W!R(虚ぷ）＝墨(w-r) W=立dt' W= 1 dW• R, W dt' 
7についても同じ（以下小文字は大文字の成長率を示す）。 従って，
l dNi -l a Ni W・ ＝ l aNi 百亙窟~•R(w-r)+ 粛すこれは
・1 aNx ni=kx-lx=t1x(w-r)+ ........................... 、 (9)Nx at 
l 8Ny ny=ky-ly=11y (w-r) +-- ........................... UO) 
Ny at 
w 
ただし，
aNi R 
11;=霊 a(l!C)で代替弾力性である。
, R 
オイラーの定理から， X=Lx・ふ+Kx-XK……………………………………………Ul
Y=Ly-YL+Ky・YK● ●● •…•• ………..... ……...... : . U2l 
Lx-XL LrYL (1), (2)を対数微分し，•それに労働の relativeshare Qx= , Qy= , およX y 
び技術進歩による成長率， h=支晉， Jr=臼璧を代入する。
いま(1)式について示すと，｝弓f=+ (嘉も弓戸＋塁i告戸＋誓手）
ax ax. 
aLx 
=Xi,, 
aKx =XK だから， x=h+Qxlx+(1-Qx)kx……………………(13) 
石 同様に， y=ly+Qyly+(l-Qy)ky …………·…•……·閥
(5), (6)で生産要素の成長率は各部門におけるそれぞれの加重和だから，
l =Ix~ 五+ly五 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(5')L L 
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k = kx緊 + ky舟 ．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．ヽ・・・・・・・・・・(6')
{9), UOlおよび(5)',(6)'から Ix,ly, kx,, kyを求め，それらを(13),U4lに代入し，また(9),UO) 
l aNi の一ーー一ーは中立的技術進歩だからゼロとおくと，両財の成長率の差は，Ni、at
1 x-y=Ox—入y) + 〔Q(1-Q)(k-l)-P(w-r)〕…………(15)
S(1 -S) (Qy-Qx)・ 
ただし， S=X/(X+Y), Q=QxS+Qy(1 -S)で賃金の share,P=(1 -S)Qy(i -
Qy)•ay+S·Qx(1 -Qx)•ax>O。
次に w,rを求める。
(3)から logW=log Yi=log P+log Xi, ところで坑＝巧 (Ky,Ly, t), 泣 =Xi
(Kx, Lx, ,t)。いま Y財について展開すると，吻唱＝古囁•唸＋賛告＋瞥〕，ここて9 号= Ly•ly, 
誓 =Ky-ky,均 =Wだから
w-Ly aYi Ky a互 1 aYi - -. ~y. ——+--. ky. -+―_ .............. (16') w aLy w aKy Yi at 
ふ=W/PだからX財についても同様に求めると，
PLx W=可•Ix--aXi PKx aXi l aXi 
, aLx 
+-•kx•-—+--—+ p ........ .
W aKx ふ at
(171) 
(4)から同様にrを求めると，
r= —-
Ly aYK . Ky aYK 1 aYK 
R 
-•ly•- - -—+ --................ (18') 
8Ly ＋ R 
. ky. 
aKy YK at 
PLx axK PKx axK l axK r= - ........ .
R •Ix• aLx ＋ R ・kx・+ aKx XK at 
+ p (19') 
U6l'(1りI(!8)1 (19)1を一次同次の生産関数であることから，次のように筋単化する。
U6l'についていうと， (2)より，
Y=Ly hC{f.t)だから Yi=fy-Nyf'y 
YK=f'y 
ah 1 aYL Ny I 従って U6l'の右辺，第一項―-=N炉f"y-，また右辺第二項―-=一8Ly . Ly . 8Ky Ly I y, 
これを (16)'に代入すると
W=燿 j"y(ly-ky)+古疇 1 (ky-ly) + 1 aYL 
ay (1 + W 1 幻砂 YL at 
= 1-Qy (ky-!y) + 1 aYL --............................. U6l 
ay YL at 
(1り'(18)'U9l'についても
W= 1-Qx (kx-lx) + 1 axL ―+ P..... ・................... uり
ax XL at 
r=ゴ (ky-ly)+ _L卓 ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(18)ay Yx at 
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r=ゴ (kx-lx)+ _L MJL + P .............. : ........... . 
Ux XK at 09)
06), 07), 08), 09)の右辺の第二項は，労働の効率も資本の効率も一様に上昇する Hicks中立
的技術進歩を仮定するので'_.L旦互'-=-1-旦互L=,ly,_.L 2.ざk__=_.L~
YL at YK at xL at xK at =h 
となり，また， 1 aNi 苅―盲=Oだから06),闘， 08),09)および(9),0)から
W=,lx+(1 -Qx)(w-r)+P=h+(1 -Qy) (w-r)・・・ …・・・・・・・・・・・・・・・(20) 
r=,lx-Qx(w-r)+P=,ly:-Qy(w-r)·······································,············••(21) 
(20)から P=(入y-..lx)-(w-r)(Qy-Q;)····················································••(22)
(2)を技術進歩および要素価格の変化を含む基本式とする。
3.2 財相対価格，産出量，および要素価格
(2)から， Xを労働集約財とすると， Qy-Qx<O,従って，第一に， ,ly=,lxでw<rな
らばP<o,w>rならば P>Oとなる。技術進歩と要素成長によって成長する国がBであ
り，しかも，それが労働豊富国だとすると，もし w<rならば比較優位は強化され， w>r
だとそれだけ優位性を失う。
第二に，もし， w=rならば,iy<,1xの時P<O, ,ly>.lx-の時P>Oとなる。第三に，
h>..lyでかつw<rならばP<Oは強化される。第四に， w>rであっても， h>(w-r)
(Qx-Qy) + ,lyならば P<Oとなる。
以上の議論を逆の側面からみると，財相対価格一定の下での技術進歩および要素供給の
変化が産出量および要素価格に与える効果を知ることができる。
,ly-..lx 
(2)でP=Oとすると， w-r= •······················································•·(23) Qy-Qx 
(23)を05),(20), (21)に代入すれば，ぷーy(産出量）， w,r (要素価格）を枚， ,ly(技術進歩）
とk,l (要素供給）によって表わすことができる。
x-y=(,lx-,ly){ P }+ Q(l-Q)(kゴ）
1 +s(l -S) (Qy-Qx)2 S(1 -S)(Qy-Qx) 
••••••• ••(24) 
W= 
入x(1-Qy)-,ly(1 -Qx) 
·······················································;··•·(25) Qx-Qy 
r= 
..lxQy-,lyQx ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ Qy-Qx (26) 
(24), (25), (26)が技術進歩と要素供給の産出量および要素価格に与える効果についての一般式
である。
第一表はこの一般式からその効果を phaseI (Qy-Qx<O) X財が労働集約的である
場合7)と， phase 1 (Qy-Qx>O)集約性が逆転した場合について機械的にまとめたも
のである8)。いま phaseIについて，成長前と a~eのような成長パター1/をとった成
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第1表 PhaseI , Qy-Qx< 0 X財が労働集約的
lケース 1 hっ¥Y, k-l x-y r I w 
1) ,lx—入y>O k-t>o ？ T庶疇 ・1¥1こ ?｝ lx奎11--QQxy ,lyに応じ
a, C 2) .lx-h>O k-t<o ＋＋ ？． じて噂 0 ？. てW奎0， y=Oの時r<o ..ly=Oの時 w>o 
3) ,lx—入y<O k-l>o ＋ 
? },ly奎に急.lxに応じ
b, d 4)入x-h<O k-t<o ？ ＋ ？て W蚕0,..lx=Oの時
5)入x-入y=O k-l>O ＋ ＋ 
w<o 
e 6) ,lx-,ly=O k-l<O ＋ ＋ ＋ 
Ph?se IT Qy-Qx> 0 X財が資本集約的
a, b 1)入x-h>O k-t>o ＋＋ ＋ ？｝ 入x奎ーl1―--QQ―xy ・hに応
2) Jx-h>O k-l<O ？ ＋ ？． じて W蚕0,,ly= 0 の時 w<o
c, d 3) h-h<O k-t>o ？ r応rな<~噂じoてoのr ・ h lC ＋ 4， )入x-入y<O k-lく0 奎〇？時 ＋ 
5)入x-,ly=O k-t>o ＋ ＋ ＋ 
e 6)入x-,ly=O k-l<o ＋ ＋ 
+ =>o. -: < O , ? : indeterminate 
長後の状態を比較する。ケース aのように， X財でのみ技術進歩があり， k-t<oだと
x-yは++,w>o,rく0となる。ケースbから， Y財でのみ技術進歩があり， k-t<o 
だと x-yはindeterminate,w< O, r> O。ケース Cから両財で技術進歩があるがX財
での方が早く， k-t<oだと， x-yは十+,w, rはindeterminate。ケース dから両財
で技術進歩があるが Y財での方が早く， k-t<oだと x-yは indeterminate, w も
indeterminateだが， r>o。ケース eから両財での技術進歩率が等し<,k-t<oなら
ばx-yは十， w>o,r>Oとなる。
そこで，いま成長前と成長後をそれぞれA,B両国とし， B国だけが技術進歩と要素成
長によって成長したと考える。そして， BはAよりも労働／資本比率が高く，かっBの生
産関数はAのそれよりも効率的になっているとする。
このような2国が自由貿易を開始すると，産出量と要素価格はどうなるか。まず，産出
量については， a,c, eから労働豊富なB国は， 労働集約的な X財に特化する傾向を持
っ。特にa,Cの場合，特化の程度は大きくなる。 このことは， a, Cの場合のように， B
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国がX財に一層効率的になっているか，それとも， eの場合のように，両財において同じ
程度効率的であるかのいずれかの場合におこる。ただ b,dの場合は，さらに附加的な条
件を加えないと x-yの変化の方向は分らない。次に， w,rについては労働豊富な B国
でa,eの場合にw>o,bの場合はw<O,c, dの場合 indeterminate,またb,d,eの
時r>o.aの時rく0,Cの時 indeterminateとなる。
その他のケース，および phaseIについても知ることができる。
3. 3 box-diagramによる表示
次に技術進歩と要素成長の産出量と要素価格に与える効果を box-diagramで示す9)。
ただし，ここでは要素成長の側面にはふれず技術進歩の効果のみを整理する。もちろん，
box を k-l~O に応じて変えれば， 両側面が分析できることはいうまでもない。前と同
様にX財が労働集約的， Y財が資本集約的であり，第1図で B国の boxが XTYR,A 
国のそれが X'T'YRであり， B国が相対的に労働豊富であるとする10)。
T' 
?
← K― ? ?? ?
?
L 
?
I q, 
?
X' X H E E' 
?
第1図
初期において生産関数が同じだとすると， Q1,'111で示されるごと<, A国は B国よ
りも資本集約的な Y財を絶対的により多く生産し，それを輸出する。逆にB国はX財を
絶対的により多く生産し，それを輸出する。
いま， B国で中立的技術進歩が行なわれるとする。 5つのケースがある。
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（イ），両財での技術進歩率が同ー である。（口）， X財でのみ技術進歩が行なわれる。し、），両
財で行なわれるが X財においてより高い。（二）， Y財でのみ行なわれる。 （ホ），両財で行な
われるが Y財においてより高い。 しかし， B国の技術進歩の効果は次の2つの命題に要
約できるので，それを box-diagramで示したい。
＇命題 1. X財でのみ中立的技術進歩が行なわれると， 財相対価格一定の下ではw>.
O, rく0,X財の生産は増加し， Y財の生産は減少する。
命題 2. 両財で技術進歩が行なわれるが X財でのそれの方が相対的に早い場合， W 
をRよりも大きく引上げる。 (W,Rは賃金率，利潤率）。 また， X財生産を Y財生産
よりも大きく拡大する。
いま， Fig.1で， XE=GYを一単位の資本とする。それは要素相対価格の下では DX
=YFの労働に等しい。 Ix,]yを一単位のX財， Y財とする。 DE/GF/q1での接線と
する。一次同次の仮定から，X,Y財の生産費は要素価格一定の限り，産出量水準いかんに
拘らず一定で，それは XEの資本，または DXの労働で示される。そこで命題1.のごと
<,X財で中立的技術進歩が行なわれると， X財の要素集約性に変化はなく，ただq1が
X財のより高い産出の水準を示すことになる。契約曲線上では要素の報酬率は両財で等し
くなければならないので， X財の相対価格は下落しなければならない。そこで財価格比率
を初期値に回復するためには， X財生産を拡大し， Y財生産を減少しなければならず，従
って q1はq2に移らねばならない。 q2では Rは下落し Wは上昇している。
以上から， X財でのみ中立的技術進歩が行なわれると，財価格比率一定の限り， Wは
上昇， Rは下落し， X財生産は拡大し， Y財生産は縮少する 11)。
命題 2.についても同様に，技術進歩の結果， q1では， 1単位以上の X財が1単位の Y
財と交換されるので， q1から q2に移ることによって，財価格比率は初期値に回復する。
作から， W は上昇したといえるが， Rは下落したかどうかわからない。 というのは，
XE'は以前のように， X財1単位の生産費と等しくはなく， Ixの isoquantは1単位以
上の X財を示しているからである。また， X財は Y財よりも相対的にも，絶対的にも拡
大しているが， Y財の生産が絶対的に減少したかどうかは分らない。
以上から B国で中立的技術進歩が行なわれると A国との比較でB国では，
ケー ス（イ）では X/Y,W/Rは変らない。
ケー ス（口）では Wは上昇し， Rは下落する。 B国は X財の生産の特化を進める。
ケースPヽ）では Wおよび W/Rが上昇する。ただRはA国のそれよりも高いことも，低
いことも，等しいこともある。 また， B国は以前よりも， Y財を絶対撮ではより多く生
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産することになるかも知れないが， Y財との比較では， X財の生産が拡大される。
ケー ス（二）では Wでは下落， Rは上昇し， B国の，X財生産特化の程度は低下する。
ケー ス伸）では， RおよびR/Wが上昇する。しかし， WはA国のそれよりも高いこと
も，低いことも，また等しいこともある。 そして X財生産特化の程度は低下し，ついに
はY財に特化するかも知れない。
ところで，以上の結論は極めて常識的である。技術進歩率の高い国の生産要素の報酬が
上昇し，労働集約的な X財で相対的に高い技術進歩が行なわれれば W/Rが高まること
は当然である。ただここで重要な点は，このような形ででも技術進歩を考えることができ
れば，同一の生産関数を仮定する通常のH=Oモデルでは十分説明できない点，例えば，
ケースりのように， B国の WがA 国のそれよりも高くなることの理由，およびケース
目のように高い労働量を持つB国で，もし Y財での技術進歩が相対的に高ければ，その
結果Y財を輸出するようになるという Leontiefpa_radox12)が説明できるのである。
〔4〕 非中立的技術進歩と比較優位
以上は要素成長と中立的技術進歩に関する議論であったが，． 次に， 非中立的技術進歩
の産出量，従って，比較優位に与える影響を検討する。 というのは， 第一に， Arrow, 
Chenery, Minhas, Solow らのアプローチに疑問がなげかけられ13), 中立的技術進歩
を想定することに若干問題が残されていること＇• 第二に，非中立的技術進歩の決定因であ
る factorintensityおよび factorsubstitutabilityの比較優位に与える効果を究明す
る必要があるからである。
周知のように，生産関数は，一般に， 4つの技術によって特徴づけられ，従って，技術
進歩はこれら4つの変化によって表わすことができる。すなわちそれらは，
（イ） The Efficiency・of Technolog~. 
（口） The pegrees of Economies of Scale. 
り TheDegrees of Capital Intensity of Technology. 
(.:) The Elasticity of Substitution. 
であり，中立的技術進歩は（イ），（口）によって，非中立的技術進歩はり，（二）で表わすことがで
きる。従って，前節の議論は技術進歩によって（イ）と（口），またはそのいずれかが高まった場
合を問題としたわけである。本節では，これら4つの技術をパラメーターとして含んでい
る CES生産関数によって，非中立的技術進歩の産出量，従って比較優位に与える効果を
示すことにしたい14)。
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ところで，要素代替と比較優位の問題については最近， K. Haitaniによって興味ある
分析が展開された15)。 そ•こで，まずこれをとりあげてみたい。その特徴は，労働の価格
の国際的な違いは一般的に資本の価格のそれよりも大きいので，そのような場合，ある財
の生産における要素代替の範囲が高まると，□高賃金国の生産費は低賃金国のそれよりも相
対的に低下し，逆に，低賃金国では代替の範囲の低い財に比較優位を持つようになるとい
う非対称的な効果をもたらすことを明らかにしている点にある。いま， A国を資本の豊富
な高賃金国， B国を労働の豊富な低賃金国とし， A国の賃金率w=$5,000(年一人当り），
利子率r=lO形（年）， B国のそれをW=$1,000, r: 20%とする。そうすると， WA/Ws
＞乃IrA で D=竺4-/工~=2.5とな
Ws rA り，両国の賃金率格差は利子率格差の2.5倍となる。
労働の移動は資本のそれほど容易でなく， 通常 D>lと考えられる。 ここで， 例えば
$10,000で求められる資本と労働の量の両軸にとると，それは第2図で A国が a,e, B 
国がb,gで示される。両直線の交点 dと原点を結ぷ直線はD=2.5を示す。 Dは平面を
10 A a' 
?
?? ? ? ?
000•OI
吟）
??
?
?
?
?
ヽヽヽヽ ヽヽヽ ヽヽヽ ヽヽ
? ?
Labor (man/year) 
第2図
A, Bの zoneに2分する。ところで，生産関数が代替弾力性ゼロの Leontief型だと，
それは図上の一点で示されるのであるが，もしその点が D 線上にあれば，生産費は両国
で同じである。もし生産点が Azoneにあると A国の生産費がB国のそれよりも安く，
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B zoneにあると，、 B国の方が安い。というのは，例えばBzone内の一点iが生産点だと
すると， iからそれぞれbg, aeに平行に D線におろした点を比較すれば，生産費比率は
of対ohで， B国の方が安いことがわかる。従→て初期の生産点がふ Y点であるとすれ
ばB国では“財の生産費が安<.A国ではy財のガが安い。ここで要素代替の範囲が高
まる。簡単化のために，それを点“はagに平行なががisoquantに，また，点yはy'yn
isoquantになったとする。 (xから同じ長さにダがをとる。 y'ynについても同じ）。
その結果， A国の“財の生産費はB国のそれよりも安くなる。従ってB国が競争できる
のは，代替の範囲が小さいものに限られてくる。ただ初期に y点の近くにあり， 代替の
範囲が増加したために，比較優位がA国から B国に移るという可能性は極めて少い。こ
のことはもちろんDの値に基くのであり，もし D<1ならば上とちょうど逆の状態が生ず
る。つまり， D<1ならば低賃金国が代替の範囲の大きい財に比較優位を持ち，高賃金国
が代替の範囲の小さい財に比較優位を持つ，もちろんD=1の場合，代替の範囲の変化は
比較優位に何ら影響を与えない。
以上から，資本と労働の代替できる範囲の大きい財の比較優位は低賃金国から高賃金国
に移ることが考えられ，要素代替の範囲が比較生産費の決定に関与することになる。
このように要素の代替が比較優位の決定に影響を与えるのであるが，より一般的にこの
ような問題に接近するには，コプ・ダグラス生産関数ではだめで，一般的な CES生産関
数で考えなければならない。そこで要素集約性および代替弾力性の変化16)による非中立
的技術進歩の産出量，従って，比較優位に与える影響をとりあげてみたい。
CES生産関数は一般に，
X=r [,c炉 +(1-,c)L-C6]―+..... 一・．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．・(1)
で表わされる。ただし， X:生産量， C:資本量， L:労働量， r:スケール・パラメター
1 で efficiencyを表わす， IC:資本集約性， O<ICく1,t): 規模の利益， <1= で代替
1 +a 
弾力性。
従って，限界代替率Rを変えない中立的技術進歩はrとt)で示される。 また，非中立
ax ax 的技術進歩は， R=-/—ーを変えるのであるが，それは(1)から，
ac aL 
R=盛 /M_= IC 
ac aL 1-,c (u) "= ,c'uす ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(2)
L （ただし U=-)となり， Rはにおよび 0で表わされることがわかる。・C 
さて．非中立的技術進歩は二つの問題を伴う。一つは，それが労働節約的であるか，資
本節約的であるかということであり，今一つはそれの産出量に対する影響である。まず前
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者については， (2)から，
log R=log に十—logu, 1 aR = 1 • aR R ー= >o 1ー に a 7? ―8JC IC (1-に），.. ak に(1-IC)
これから，んの増加は，資本の限界生産物を相対的に引上げ，従って資本使用的である。
1 aR 1 aR R また(2)から―- = -log u—- =--logu, 従って， (£)>1ならば，R aa 砕 'aa a2 C 
aR L aR 
ー <:O, 伍） <1ならば― >Oとなる。つまり，労働・資本比率が1より大の時aa aa 
6が上昇すればRが低下し，労働の限界生産物が相対的に高まり，技術進歩は資本節約的
である。逆に，労働・資本比率が1より小さい時， 6 の増加は，資本使用的となる。
次に 6およびにの Xに与える効果をみる。におよび 0のXへの効果は，直観的に次の
ようにいえる。にについては，にの増加は，もし資本の増加が労働の増加を上回われば，そ
れはXを引上げる。また' (Jの増加は資本の増加と労働の増加の割合が異る時，必ず X
を増加する。後者については，第3図に示されている。第3図でXとX'は二つの生産技
?
(~)。
?ー ?
峠）2 
?
? ?
第3図
術を示すが，LX~ の代替弾力性の方が高い。 （も）。の時， XとX'は同一の産出水準を示
す。，だが（で―)1または， （ム）の時， 6が高まると， X'技術ま Xのそれよりも高い産C 2 
出水準を，または安い生産費を表わす。
次にこのことを式で示したい。
-..!L X=r[にC-"'+(1-JC)L-"'] "', a= 1 
1 +a' で，まず， 6 の変化の Xへの効果をみ
る。
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1 ax v 1 ac J a (%)
X ao -―=-- - log[ J。ただし［ ］は［にc-d,+c1-に)L-d,J ct [ J ao ao 
である。ところで，
ac J 
釦・-=(一森） (1 --¼){にc-d,log C+ (1 -に)L-d, log L}, 従って，
_L筵＝一上土（一 1)(1一上）〔疋logc+ (1 -tc)L-d, log L〕ー _L.X ao ct [ J o2・a o2 
V 
企
log [ ] 
ax vX 1一上位C-d,log C+ (1ーに）L-ik, log L] 
8a = o2 (1--¼)2 { ( 。)区c-d,+c1ーに）L-d,J . -log[に~-d,+ 
(1 -IC) L-d,J }・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・(3) 
C=Lの時， ax;au=0となる。
そこで
」塁翌la>lを求める。 (3)の｛｝を計算する。
{ (1 一-¼) [tcC-"'[~~ 芦言二忍：]log L] -log [tcC-d,+(1ーに） L-町｝
C 
に已(1--¼) (1 --¼) (1ーに）L咽
= log [にc-d,+c1-に）L-d,l・ L (にc-d,+c1ーに）L-d,〕
以c-d,+Clーに）L-d, 
C ( にい (1-¼). ) ((1 -¼) (1ーに） L-"' 
,cC-"'+(1-,c)L-"' +a .!, ,cC-"'+(1ーに）L-"' 
= log L-"' 
） 
ん十 (l-!C)-c-"' 
C→CO とすると，分母の(1 ーに）も二—→0, また分子のL [~~=ー」喜二→三l
’→1。従って，問題は
C ( に已 (1-¼) +a)てある。〔〕中の分母分子をにc-(1-上
にC-"'+(1ーに）L-a, 
a) 
で割ると，
C [ (1~¼) + \―ーに。口"]~C [ (1~¼) (い了包）十l
いま，上戸L-"'=Aとおくと，
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c 〔(1-¼) 1 十 ~C'" +a〕=C 〔孤1+~C'" 四〕 =Cし笠匂
C→OOとすると， 1 これは1になる。従って， (3)の｛ ｝は log-=-logに。IC 
故に， J~。翌la>1 = -{叫:~1._2} log IC>O, •;Jog べ 0,。)
また， a<lの時は
Jim紐 -I . vX C→ coaa a<1=-{。2 (i--¼)2} log (l-,r,)>o,・:10g(l-に)<o. 
同様に L→ 00の時もax 
aa >o。
次ににのXへの効果をみる。
1 ax 
X aに—ー＝一ュ＿ー_L_ac J a c J a/i, 
t 8 7 
、???ー翌~,r―告 -x"手古['~笛]~w―嘔→[1-(も）
'(1 -¼) 
従って，
ax >O,ifL!C<l 
戸＝｛くO,ifL/C >1 
となり， Eの上昇は，労働・資本比率が1より小さいとき，そしてその場合にのみ， Xを
高める。逆にその値が1より大きいとき， Xは下落する。以上から，非中立的技術進歩は
ある条件の下では産出量を高め，従って比較優位を強化することを知った。それは，労働
の資本に対する比率が1より小さいときににが上昇するケース， および， 要素の成長率
が異る時に 0が上昇するケースである。しかし， 6およびには高まるが，労働の資本に対
する比率が1より大きな場合には，産出量は増加するかも知れないし，下落するかも知れ
ない。そして長期的にはにが増加すれば 0 も高まるかも知れないが短期的にはにの上昇
は0の下落となるかも知れない。その場合，産出量への効果は一義的でなくなる。
しかしいずれにしても 0およびにの変化に基く非中立的技術進歩が産出量，従って比較
優位を変える一つの要因であることは明らかである。
〔5〕 結 語
以上のように第2節では固定生産係数の古典派モデルと H=Oモデルを比較して，両
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者の性格の違いを明らかにした上で，しかし両者は技術水準の違いを導入することによっ
て接近が可能となることを示した17)。そして，第3節で通常のH=Oモデルに中立的技術
進歩をとり入れると貿易パターンがどのように変るか，そして，技術進歩を導入すると，
例えば leontiefparadoxもparadoxでなくなることを示した。さらに第4節で，非中
立的技術進歩の比較優位に与える効果を検討した6ただ以上の議論をより現実的にするに
は，代替弾力性の拡大，中立的ないし非中立的技術進歩がどのような条件の下で生ずるの
かを明らかにしなければならない。 しかし， 小論ではこういった、点には全くふれておら、
ず，その意味で比較静学的な分析に止まっている。
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